
令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 53 職員任用事務
政策 まちづくりの進め方

この事務事業
施策 効果的・効率的で安定した行財政運営

の位置
基本事業 行政組織

主管課名 人事課 課長名 木戸　貴秀
この事務事業の開始時期 昭和２５年頃 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 地方公務員法第１５条

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

　市職員としての適性を判断し、優秀な職員を採用す 　優秀な職員を採用するためには、個々の能力・資質
るため、採用試験を実施する。 を見極めることが重要であり、そのために採用試験や
　試験の実施にあたっては、みよし市の魅力を伝え、 啓発は必要である。
職務についても理解を得た上で、受験に臨んでもらえ 　また、毎年度の人事異動方針と職員の自己申告及び
るよう啓発を行う。 在職履歴等を基に、人事異動案を作成し、決定後に職
　また、ＯＪＴを推進し、人材育成の活性化を図り、 員に通知するとともに辞令により発令している。
学習を助長する職場風土を醸成するとともに、

令

職員の
幅広い視野を養

和

うことで、職員の能力

 

や適性を引き出
せるよ

3

うに人材活用を行って

年

いく。
「ＳＤＧｓの取

度

組　５，８，９」
①受

（

験者の公募（広報みよ

2

し、ホームページ）
R

年

2年度に実施した具体

度

的な ②第１次試験（自

実

己ＰＲ書、基礎能力検

施

査、事務適性検査、性

分

格適性検査）
事業の方

）

法、手順、指標に対す

事

③第２次試験（個人面

務

接、実技試験）
る成果

事

等 ④第３次試験（個人

業

面接、作文、集団討論

目

）
⑤説明会（健康診断

的

、履歴書等書類の提出

評

）

事務事業を取り巻く

価

状況は過去と比べ変化

表

しているか (1)活動

様

指標（事務事業の活動

式

量を表す指標）

令和２

1

年度から人事異動事務

-

を統合 名称 単位
① 申込

1

者数 人
変 化

② 人
内 

記

容

対象(この事業の対

入

象、範囲となる人、物

日

) (2)対象指標（対

令

象の大きさを表す指標

和

）

受験希望者 名称 単位

0

① 第１次試験受験者数

3

人
②

目的(この事業に

年

よって上記対象をどの

1

ような状態にしたいの

2

か) (3)成果指標（

月

目的の達成度を示す指

0

標）

優秀な人材を採用

7

する 名称 単位
① 新規採

日

用者数（翌年度４月１

１

日採用） 人
② 新規採用

事

職員の人事評価Ｂ以上

務

の割合 ％

結果(上位基

事

本事業の意図) (4)

業

結果の成果指標（上位

の

基本事業の成果指標）

現

職員一人一人が市の目

状

標を十分に理解し、市

　

民目線で自ら進んで 名

Ｐ

称 単位
考え、創意工夫

Ｌ

ができる職員を育成す

Ａ

る。 ① やりがいをもっ

Ｎ

て仕事に励んだ職員割

及

合 ％
②

事務事業の各種

び

指標の実績と見込及び

Ｄ

目標

H31年度 R2年

Ｏ

度 R2年度 R3年度 R

事

4年度 R5年度 R6年

務

度
指標 ＼ 年度 単位

事

実績値 計画値 実績値 計

業

画値 目標値 目標値 目標

名

値
(1)の ① 人 207

N

210 205 400 4

o

10 420 430
活動

.

指標 ② 人 0 0 0 0 0 0

5

0
(2)の ① 人 186

3

200 200 380 3

職

90 400 410
対象

員

指標 ②
(3)の ① 人 1

任

9 9 19 18 13 9 7

用

成果指標 ② ％ 100 1

事

00 100 100 10

務

0 100 100
(4)

政

の結果の ① ％ 74.6

策

62 65.1 63 64

こ

65 66
成果指標 ②

予

の

算費目 会計 01 一般

事

会計 款 02 項 01 目 0

務

9

コスト 年度 H31年

事

度 R2年度 R2年度 R

業

3年度 R4年度 R5年

施

度 R6年度
実績値 計画

策

値 実績値 計画値 目標値

の

目標値 目標値
事業費(

位

決算又は予算額)Ａ 単

置

位 1,542 2,38

基

8 1,802 2,61

本

7 3,208 3,20

事

8 3,208

財
源
内
訳

業

 国庫支出金 千円 0 0

主

0 0 0 0 0
 県支出金

管

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

課

地方債 千円 0 0 0 0 0

名

0 0
 その他 千円 0 0

課

0 0 0 0 0
 一般財源

長

千円 1,542 2,3

名

88 1,802 2,6

こ

17 3,208 3,2

の

08 3,208
人件費

事

Ｂ 千円 4,299.4

務

8,598.8 9,5

事

74.9 8,598.

業

8 8,598.8 8,

の

598.8 8,598

開

.8
正職員従事時間×

始

人数 時間×人 185×

時

7 370× 7 412×

期

7 370× 7 370×

事

7 370× 7 370×

務

7
正職員以外の人件費

区

千円 0 0 0 0 0 0 0
そ

分

の他の費用Ｃ 千円 50

法

9 1,120 0 1,1

定

20 1,120 1,1

受

20 0
トータルコスト

託

A+B+C 千円 6,3

事

50.4 12,106

務

.8 11,376.9

自

12,335.8 12

治

,926.8 12,9

事

26.8 11,806

務

.8
単位あたりコスト

こ

① 千円/人 34.1 6

の

0.5 56.9 32.

事

5 33.1 32.3 2

務

8.8
（ﾄｰﾀﾙｺｽ

事

ﾄ/(2)の対象指標

業

）② 千円/ 0 0 0 0 0

の

0 0

1

根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

環境変化 □ ある
は不要

業

である。
に伴い、目的

名

を見直す（目
その理由

N

的の追加・拡充又は絞

o

込）

必要はありません

.

か？ ■ ない

有
効
性

試験

5

の実施方法やＰＲ方法

3

を見直すことで優秀な

職

受験希望者が増加し、

員

成果を
今以上に事業の

任

成果を向上
向上させる

用

ことができる。
させる

事

方法を記入して下さ

い

務

。 内　容
※(3)の成

２

果指標を向上させる

　

評

ことはできますか？

計

価

画どおり達成できてい

　

る。
目的達成状況 内　

Ｃ

容

□民間への一部委託

Ｈ

□民間への全部委託
市

Ｅ

関与の必要性 □指定管

Ｃ

理 □補助金・負担金助

Ｋ

成 ■市の直営
内　容

　

目

（実施手法） 受験者の

的

適性等を直接判断する

妥

必要があるため、民間

当

委託に適していない。

性

効
率
性

人事異動事務と

こ

統合することにより、

の

さらなる事業の効率化

事

を図ることができ
事務

業

事業の統廃合により、

の

る。
事業の効率化を図

必

り、成果
内　容

を向上

要

させる方法を記入し

て

性

下さい。

試験の実施方

は

法を見直すことにより

薄

事業費等を削減できる

れ

が、現在の成果を維
現

て

状より事業費・人件費

得

を
持・向上できるかな

ら

ど、費用対効果を十分

れ

に整理する必要がある

て

。
削減する方法を記入

い

して下

さい。（仕様の

る

変更、外部 内　容
委託

い

、従事時間の削減等は

ま

できないか？)

公
平
性

せ

効率的な行政サービス

ん

を提供するための事業

か

であ
□ ある ■ 現状で適

。

正
受益者負担はありま

十

すか？ り、受益者負担

分

を必要とする事業では

な

ない。
また、受益者負

成

担割合は適 ■ ない □ 検

果

討が必要 内　容
正です

が

か？
□ 受益者がいない

理

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ

　

Ｉ
Ｏ
Ｎ

学生の就職活動

由

スケジュールが年々 効

得

果的な試験日程の設定

ら

を行い、啓
事業実施上

れ

の課題、住 早まってお

て

り、優秀な人材が民間

い

企 発活動も積極的に行

ま

う。
民・議会等からの

す

意見 意　見 業や試験日

か

程の早い他の自治体に

？

流 対応策
と対応策 れて

得

しまう。

第１次試験を

ら

ｗｅｂ方式に変更し、

れ

第１次試験に動画面接

て

、第２次試験
R3年度

い

の事業計画は前 変　更

な

実施する。 にＳＰＩ試

い

験を実施する。
年度か

事

ら変更・追加は 前年度

業

・
あるか 追　加

今後の

進

事業・コスト・成果の

展

方向性 今後の事業の方

等

向性、改革・改善案
※

に

今年度からの具体的な

よ

事業の進め方、手段の

る

見直し等、各方向性の

環

内容

　　　　　　　　

境

　□　拡大 　今後も優

変

秀な人材を確保してい

化

くため、採用試験を
　

あ

　　　　　　　　■　

る

改善 継続していく必要

に

がある。
　　　　　　

伴

　　　□　現状維持 　

い

試験内容については、

、

筆記試験だけでなく、

対

複数回
　　　　　　　

象

　　□　縮小 の個人面

を

接や集団討論等により

見

人物重視で行う。
　　

直

　　　　　　　□　統

す

合 　また、職員定数を

（

適正に管理し、職員の

拡

資質・能力
　　　　　

そ

　　　　□　完了 を適

の

切に評価・処遇するこ

理

とにより、職務遂行環

由

境を
　　　　　　　　

大

　□　廃止・休止 改善

・

・効率化する必要があ

縮

る。
コストの方向性  

小

　　　　　　　　　↑

）

　増加
成果の方向性
　

必

　　　　　　　　→　

要

維持

2

はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 53 職員任用事務

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

計画値どおりの成果が得られている。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

現在の対象は、この事務事業において最適な対象であるため、見直し
事業進展等による環境変化

□ ある は不要である。
に伴い

様

、対象を見直す（拡
そ

式

の理由
大・縮小）必要

1

はありませ
■ ない

んか

-

？

現在の目的は、この

2

事務事業において最適

事

な目的であるため、見

務

直し
事業進展等による



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 56 職員研修事業
政策 まちづくりの進め方

この事務事業
施策 効果的・効率的で安定した行財政運営

の位置
基本事業 行政組織

主管課名 人事課 課長名 木戸　貴秀
この事務事業の開始時期 昭和２５年頃 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 地方公務員法第３９条

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

【職員研修体系】 　市主催研修を実施するとともに、県研修センター主
１一般研修（階層別、管理職、体験研修） 催研修、市町村アカデミー主催、民間主催等の研修に
２特別研修（専門、一般教養、人事評価、視察、会計 積極的に参加している。
事務研修） 　多様化する行政事務に対応し、事務事業の合理化を
３派遣研修（自治大学校、市町村アカデミー、民間等 推進するとともに、職員の資質向上のため「みよし市
団体主催、 人材育成基本方針」に基づく取組を行っている。
　実務研修生等派遣研修） 　
４自主研修（自主研究活動助成、通信教育助成）
５職場研修（ＯＪＴ）
「ＳＤＧｓの取組

令

　５，８，９」
①研修

和

実施計画の策定
R2年

 

度に実施した具体的な

3

②計画に基づく各研修

年

の実施
事業の方法、手

度

順、指標に対す ③令和

（

２年度は、コロナ禍派

2

遣研修等が中止となっ

年

たため受講者数は減少

度

した。
る成果等

事務事

実

業を取り巻く状況は過

施

去と比べ変化している

分

か (1)活動指標（事

）

務事業の活動量を表す

事

指標）

対象となる職員

務

に変化がないため継続

事

して実施。 名称 単位
①

業

研修コース数 件
変 化

目

②
内 容

対象(この事

的

業の対象、範囲となる

評

人、物) (2)対象指

価

標（対象の大きさを表

表

す指標）

研修の受講対

様

象職員 名称 単位
① 研修

式

受講対象職員数 人
②

目

1

的(この事業によって

-

上記対象をどのような

1

状態にしたいのか) (

記

3)成果指標（目的の

入

達成度を示す指標）

基

日

礎的能力及び専門知識

令

の習得及び問題意識の

和

向上を図る。 名称 単位

0

① 研修受講職員数 人
②

3

結果(上位基本事業の

年

意図) (4)結果の成

1

果指標（上位基本事業

2

の成果指標）

職員一人

月

一人が市の目標を十分

0

に理解し、市民目線で

7

自ら進んで 名称 単位
考

日

え、創意工夫ができる

１

職員を育成する。 ① や

事

りがいをもって仕事に

務

励んだ職員割合 ％
②

事

事

務事業の各種指標の実

業

績と見込及び目標

H3

の

1年度 R2年度 R2年

現

度 R3年度 R4年度 R

状

5年度 R6年度
指標 

　

＼ 年度 単位
実績値 計

Ｐ

画値 実績値 計画値 目標

Ｌ

値 目標値 目標値
(1)

Ａ

の ① 件 63 60 39 6

Ｎ

4 64 64 64
活動指

及

標 ②
(2)の ① 人 78

び

6 821 806 806

Ｄ

806 806 806
対

Ｏ

象指標 ②
(3)の ① 人

事

761 821 516 8

務

06 806 806 80

事

6
成果指標 ②

(4)の

業

結果の ① ％ 74.6 6

名

2 65.1 63 64 6

N

5 66
成果指標 ②

予算

o

費目 会計 01 一般会

.

計 款 02 項 01 目 09

5

コスト 年度 H31年度

6

R2年度 R2年度 R3

職

年度 R4年度 R5年度

員

R6年度
実績値 計画値

研

実績値 計画値 目標値 目

修

標値 目標値
事業費(決

事

算又は予算額)Ａ 単位

業

8,062 7,685

政

3,805 7,295

策

7,295 7,295

こ

7,295

財
源
内
訳

 

の

国庫支出金 千円 0 0 0

事

0 0 0 0
 県支出金 千

務

円 0 0 0 0 0 0 0
 地

事

方債 千円 0 0 0 0 0 0

業

0
 その他 千円 100

施

100 100 0 100

策

100 100
 一般財

の

源 千円 7,962 7,

位

585 3,705 7,

置

295 7,195 7,

基

195 7,195
人件

本

費Ｂ 千円 3,479.

事

4 3,479.4 3,

業

731.7 3,479

主

.4 3,479.4 3

管

,479.4 3,47

課

9.4
正職員従事時間

名

×人数 時間×人 262

課

× 4 262× 4 281

長

× 4 262× 4 262

名

× 4 262× 4 262

こ

× 4
正職員以外の人件

の

費 千円 0 0 0 0 0 0 0

事

その他の費用Ｃ 千円 3

務

20 320 0 320 3

事

20 320 0
トータル

業

コストA+B+C 千円

の

11,861.4 11

開

,484.4 7,53

始

6.7 11,094.

時

4 11,094.4 1

期

1,094.4 10,

事

774.4
単位あたり

務

コスト ① 千円/人 15

区

.1 14 9.4 13.

分

8 13.8 13.8 1

法

3.4
（ﾄｰﾀﾙｺｽ

定

ﾄ/(2)の対象指標

受

）② 千円/ 0 0 0 0 0

託

0 0

1

事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

て最適な目的であるた

業

め、見直し
事業進展等

名

による環境変化 □ ある

N

は不要である。
に伴い

o

、目的を見直す（目
そ

.

の理由
的の追加・拡充

5

又は絞込）

必要はあり

6

ませんか？ ■ ない

有
効

職

性

職員の経歴や経験を

員

考慮し、最適な研修を

研

受講させることで、さ

修

らなる成果の
今以上に

事

事業の成果を向上
向上

業

が期待できる。
させる

２

方法を記入して下さ

い

評

。 内　容
※(3)の成

価

果指標を向上させる

　

　

ことはできますか？

計

Ｃ

画どおりに達成できて

Ｈ

いる。
目的達成状況 内

Ｅ

　容

■民間への一部委

Ｃ

託 □民間への全部委託

Ｋ

市関与の必要性 □指定

目

管理 □補助金・負担金

的

助成 □市の直営
内　容

妥

　（実施手法） より大

当

きな研修効果が期待で

性

きる研修については、

こ

民間委託により実施し

の

てい
る。

効
率
性

類似の

事

事業がなく、また、本

業

事業の成果も十分に出

の

ているため、事業の統

必

廃合
事務事業の統廃合

要

により、
は難しい。

事

性

業の効率化を図り、成

は

果
内　容

を向上させる

薄

方法を記入し

て下さい

れ

。

民間委託や実施研修

て

の精査により事業費・

得

人件費の削減が期待で

ら

きるが、研修
現状より

れ

事業費・人件費を
の効

て

果などの費用対効果を

い

十分に整理する必要が

る

ある。
削減する方法を

い

記入して下

さい。（仕

ま

様の変更、外部 内　容

せ

委託、従事時間の削減

ん

等は

できないか？)

公

か

平
性

直接的な受益者が

。

いないため。
□ ある □

十

現状で適正
受益者負担

分

はありますか？

また、

な

受益者負担割合は適 □

成

ない □ 検討が必要 内　

果

容
正ですか？

■ 受益者

が

がいない

３
改
革
改
善
案

理

　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

業務増

　

による研修参加への理

由

解不足 人材育成基本方

得

針を周知し、基本方
事

ら

業実施上の課題、住 （

れ

研修参加への動機付け

て

）が課題 針に基づく研

い

修計画を策定していく

ま

民・議会等からの意見

す

意　見 対応策 。
と対応

か

策

研修計画を策定し、

？

計画に基づき研 研修の

得

内容を精査の上、計画

ら

を策定
R3年度の事業

れ

計画は前 変　更
修を実

て

施した。 し、研修を実

い

施する。
年度から変更

な

・追加は 前年度 ・
ある

い

か 追　加

今後の事業・

事

コスト・成果の方向性

業

今後の事業の方向性、

進

改革・改善案
※今年度

展

からの具体的な事業の

等

進め方、手段の見直し

に

等、各方向性の内容

　

よ

　　　　　　　　□　

る

拡大 　これからのまち

環

づくりに求められる職

境

員を育成する
　　　　

変

　　　　　□　改善 た

化

めに、みよし市人材育

あ

成基本方針に基づき、

る

職員の
　　　　　　　

に

　　■　現状維持 職位

伴

・職務に応じた研修を

い

計画・実施していく。

、

　　　　　　　　　□

対

　縮小 　市主催研修で

象

の内部講師育成のため

を

に有効な研修メ
　　　

見

　　　　　　□　統合

直

ニューもさらに充実さ

す

せていく。
　　　　　

（

　　　　□　完了
　　

拡

　　　　　　　□　廃

そ

止・休止
コストの方向

の

性
　　　　　　　　　

理

→　維持
成果の方向性

由

　　　　　　　　　→

大

　維持

2

・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 56 職員研修事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

人材育成基本方針に基づき、計画的に研修を実施しており、
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

十分な成果が得られている。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

現在の対象は、この事務事業において最適な対象であるため、見直し
事業

様

進展等による環境変化

式

□ ある は不要である。

1

に伴い、対象を見直す

-

（拡
その理由

大・縮小

2

）必要はありませ
■ な

事

い
んか？

現在の目的は

務

、この事務事業におい


